
最 終 成 果 報 告 
 

平成１９年度 文部科学省 

「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」採択 

～地域活性化への貢献（広域型）～ 

 

産学ＣＯＯＰ教育による 
即戦力型技術者教育 

 

北上川流域ネットワークを活用したＣＯＯＰ教育による 

即戦力型技術者の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構 

一関工業高等専門学校 
Ichinoseki National College of Technology  

 

 

「問題解決型教育」 

 

 

「完結型実験実習教育」 

 

 

「長期インターンシップ」 





 

 

「産学 COOP 教育による即戦力型技術者教育」の報告にあたって 
 

校長 丹 野 浩 一 
 

わが国の工学系高等教育の内容が産業界のニーズに応えていないと指摘されて

から久しい。このことは経済ニーズへの適応性についての各国の比較調査において

も、先進国中ほぼ最下位になっていることにも表れている。技術や市場の国際的な

競争が激しさを増す中で、資源の乏しいわが国は、常に世界に競争できる高機能、

高特性の製品を産み出す必要性に迫られている。もちろん、環境や工業倫理に配慮

した上で対応しなければならないことは言うまでもない。 

このような状況にあって、新しい時代に対応できる“ものづくり”技術者の教育

のあるべき姿が産学協同で論議されて来た。その効果もあってニーズ対応型の技術

者育成の必要性や現状の教育の問題点などについては次第に共通認識になって来

ており、各教育機関で多様な改善の試みがなされて来ている。しかし教育手法、教

育効果まで考慮しカリキュラムに取り込む本質的な内容についてまで踏み込んで

いる事例は見受けられない。 

実験、実習の時間が多く実践的な教育が行なわれていると評価の高い高専であっ

ても、その内容についてはまだまだ改善すべきところが多い。本校でも技術者教育

を標榜して来た高専として、今後もそれをしっかり証明して行ける理想的な技術者

教育カリキュラムの実現に向けて改革に取り組んでいるところである。その骨子は、

基礎重視の徹底、専門各論縮減、創造性豊かで実践的な教育の充実であり、自ら学

び取る学習習慣を身に付けさせ、創造的で実践的な技術者を育成することを目指す

ものである。この中でもっとも大事なことは常に問題意識を持ち、改善への行動力

を持ち続ける姿勢の養成である。この姿勢は将来、世界的な技術競争の中で、常に

高機能、高特性の新しい製品を生み出そうとする技術者魂に繋がるものと考えてい

る。なお、導入の効果を発揮するためには学修単位（自己学習時間を効果的に活用）

との連動も大事であり、この点も含めて今後整理する計画である。 

このような本校教育の改革のひとつを「文部科学省現代的教育ニーズ取組支援プ

ログラム（現代 GP）」の採択を受け、「産学 COOP 教育による即戦力型技術者教育」

を平成 19 年度から実施して来た。この仕組みの趣旨は中教審が高専教育に求め高

専機構が掲げている「創造的で実践的な技術者」の育成を具体的に実現しようとす

るものである。この報告書は、まとめることによって活動を確認し、今後改善すべ

き点を浮き彫りにすること、本取組み施策を全校教職員、学生に周知徹底すること、

そしてまた支援企業はもとより、実践的で創造的な人材育成を渇望する地域企業各

社に周知することを意図している。まだ未完の部分が多いが、試みの趣旨と進行状

況はご理解いただけるものと考える。 



 

 

さて、本取組みは COOP 連携になる実践教育が取組みの基本になっており、企業

技術者とタッグを組んで問題設定能力、問題解決能力、プレゼン能力、コミュニケ

ーション能力を養成することである。すなわち、常に考え、構想を練り、それを具

体的に設計に移し、製作、評価し改善を加え、他者と競争できる人間や地球に優し

い製品を他者と協力して具体的に造り出して行ける逞しい技術者の育成を目指す

ものである。 

たとえば、ひとつは企業現場に直接学び、失敗事例や就業環境の現状を目の当た

りにし、その中から改善問題を構想する“気付き”と“問題提起能力”を習慣化さ

せること、そしてそれを効率良く解決に導く手法をアドバイスし、関連知識を総合

的に駆使し、他者と連携し解決に導き、そして他者に効率よく伝える能力などを育

成する「問題解決型教育」である。 

もうひとつは、これまでの高等教育機関の実験、実習が断片的で総合的に見る目

が養われていないという声に応えるために、これまで断片的に配置されていた実験

や実習を学年を越えて配置するなどして、関係事象全体を理解出来る様に配置し、

関係事象全体を通して考察したり、問題発生のポイントを総合的な見地から見るこ

とが出来る目を養う「完結型教育」である。 

これらの取組みの導入当初は教員に戸惑いも見られたが、関係教員や企業技術者

の多大の努力、あるいは更なる改善提案などが相乗的に組み合わされて多様な整備

がなされて来た。たとえば「実践創造技術」としてエンジニアリングデザイン教育

の視点も組み合わされたり、学科横断の取組みへと発展したりするなど多くの試み

がなされた。 

取組みの成果は数年経って表れるものであろうが、現時点での企業関係者、関係

教員、受講学生などの評価を見れば、将来に向け十分に効果が期待出来る。また、

地域企業の協力も指導陣の派遣だけではなく教材提供の企業も出て来るなど波及

効果も出始めている。 

なお、本施策の成否の鍵を握るのは企業の協力であろう。企業の理解と協力がな

ければ COOP 連携教育の実現は出来ない。昨今の経済状況の下、企業運営も大変な

状況の中で惜しみない協力をいただいた企業、そして実に献身的なご対応を頂いた

技術者各位の協力に対しこの場をお借りして心から謝意を表したい。 

加えて本試みに関心を持っていただき採択の断をいただいた関係各位にも心か

ら謝意を表するものである。 

今後この試みが技術者教育のひとつの範となって広がっていくことを願うもの

である。更なる改善のために、是非ご一読いただき、忌憚の無いご指摘ご叱責をお

寄せいただければ幸いである。 

 



 

 

 

目    次 

 

１． 産学連携教育の取組みについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

１－１ 取組みの背景・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

１－２ 取組みの概要と目的 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

２． 現代 GP として採択された理由・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 

３． 取組みの経過 

４． 産学連携教育の実施体制と主な組織・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9 

４－１ 実施体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

４－２ 実施組織・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

５． 産学連携教育の具体的な取組み内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

５－１ 問題解決型教育・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

 ５－２ 完結型実験実習教育・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 34 

   ５－３ インターンシップ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・65 

５－４ 実践的技術者教育カリキュラムの検討・・・・・・・・・・・・・・・・・ 80 

５－５ 成果の公表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 98 

６．成果報告会と外部評価委員会の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・99 

７． 他校への紹介・普及活動の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 106 

８． 取組みを振り返って・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 109 

９． 参考資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 110 

     ・予算と購入物品等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 110 

 

＜あとがき＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 113 

 

 

 



 

 

 

 



 

- 1 - 

１．  産学連携教育の取組みについて 

１－１ 取組みの背景 

岩手県は、持続的な地域の経済発展を目指し「世界に通用するものづくり基盤の構築」を工

業戦略として掲げ、それを実現する最重要課題として“ものづくり人材”の育成を掲げている。

広大な面積を持つ岩手県は、県内を 4 つの広域圏に分割（広域振興局）し、それぞれ地域の特

徴を活かした産業の活性化に取り組んでいる。このうち、花巻市から一関市まで南北およそ５

５ｋｍの北上川沿いの地域は県南広域振興局管内であり、本校はこの地域にある。当地域は東

北唯一の組立て工場である関東自動車工業（株）を擁し、中小規模の自動車関連部品製造企業

が集積する工業地域で県の経済を牽引している。しかしながら、地域企業の技術力は自動車産

業に要求される厳しい品質、納期、コスト等に応えることができるレベルに達していないこと

もあり、誘致企業も含めた当地の部品調達率は３０％程の低値に止まっており、当地域企業の

経営戦略を立て技術力を強化することが急務となっている。ところが当地域は下請け的中小企

業が多く開発部門を持つ企業が少ない現実があり、これを打開するために工業振興戦略の１つ

として「ものづくり人材育成会議（座長本校の丹野浩一校長）」を発足させた。この会議では“も

のづくり人材”のあるべき姿について検討し、平成 19 年 4 月に工業高校と県立産業技術短期大

学校に専攻科を開設した。また当地域には 165 社ほどの中小企業が加盟する“北上川流域もの

づくりネットワーク”があり、国内有数のものづくり産業集積地の実現を目指している。この

ような岩手県の状況を図 1-1-①、1-1-②に示す。 

    

岩手県岩手県

一関高専一関高専

○ 岩手県人口 ： １,３５０，０００ 名

○ 一関市人口 ： １２６，０００ 名

----------------------------------------
○ 農業生産額 ： 全国１１位（東北２位）

○ 林業生産額 ： 全国５位

○ 漁業生産額 ： 養殖ワカメとあわびが

全国１位・ さけが第２位

○○ 工業工業 ：：

自動車･半導体関連の完成メーカーとそれ自動車･半導体関連の完成メーカーとそれ

を支える基盤技術を有する中小企業群がを支える基盤技術を有する中小企業群が

集積。集積。 →→ 国内有数のものづくり産業集国内有数のものづくり産業集

積の実現を目指している。積の実現を目指している。

図図11--11--①① 岩手県の状況（１）岩手県の状況（１）
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北上川流域ものづ
くりネットワーク企
業会員 １６５社

岩手県岩手県

一関高専一関高専

一関高専卒業生 ：

４０～５０名（就職希望者の４０％ほど）が

岩手県内･宮城県北に就職。

求人倍率は１５倍～２０倍で、地域企業の

採用希望に応えられない現状。

（主な企業）主な企業）

・東北日本電気 ・ミクニ盛岡事業所

・日ピス岩手 ・新興製作所 ・東京製綱

・三光化成 ・関東自動車岩手工場

・北上製紙 ・岩手東芝エレクトロニクス

・東京エレクトロン東北 ・後藤製作所

・北上ハイテクペーパー ・谷村電気精機

・シチズン東北 ・富士通マイクロ

・リコー工学 ・小岩金網 ・東北電力

・塩野義製薬 ・アロン社

ものづくり産業集積地ものづくり産業集積地

を目指すを目指す

セントラルセントラル

自動車自動車

図図11--11--②② 岩手県の状況（２）岩手県の状況（２）

 

 

しかしながら、技能者のスキル向上だけでは、新製品の開発力や付加価値を付与し真に競争

できる製品を生み出す競争力を持つことは出来ず、持続的に世界的な技術力を持つ工業地域に

することは出来ない。世界の技術は急速に高度化、複雑化が進んでおり、BRICs や VISTA など

の追い上げもあって、そのレベルは格段に向上している。これに対抗していくためには確かな

専門能力に加え、技術全体を見通し、量産化のためのプログラムやラインの設計が出来たり、

製造装置を自ら開発出来るなど総合的な技術力を持ち、かつ倫理観や環境に配慮出来るパワフ

ルな開発型技術者を育成することが重要になってくる。開発型人材育成の必要性は各企業のト

ップも感じているものの、OJT 等を通して企業独自では育成できる状況にないのが実情であり、

産学官が連携して技術者の質と量の向上を図ることが、当地の発展にとって差し迫った重要課

題となっている。地域産業の活性化を図ることができるか否かは、“地域に実践的で開発能力の

ある技術者を育成する教育機関があるかどうかが判断材料になる“と自動車エンジン部品メー

カの大手企業のトップ等は述べているが、この役目を果たすべき岩手県南の教育機関が正に本

校である。 

一関高専は創立後 44 年経過し、多くの卒業生が企業の経営者や工場長など、ものづくり現場

のトップとして活躍しており、本校卒業生に対する評価は極めて高い。就職希望者に対する求

人倍率が 20 倍を超えていることは、本校に対する信頼と期待の大きさを示すものである。また

近年の技術の高度化に対応できる技術者を育成するため、岩手県や一関市と連携して地域の現

場技術者の再教育など人材育成にも力を入れてきた。 

このような実績を持ち地域の強い期待を担う本校は、さらに産学ＣＯＯＰ教育を導入して実

践的で即戦力的な技術者を育成するために、平成 19 年度現代的教育ニーズ取組支援プログラム

（現代ＧＰ）に応募した。その結果、地域活性化への貢献（広域型）に採択され、先進的なカ

リキュラムの構築に取組んだものである。本取組みの背景には図 1-1-③に示すような技術系卒

業生に対し、産業から求められている事項を解決した教育プログラムを実施し、創造性豊かで
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実践的な即戦力的な人材を育成することにある。 

 

図図11--11--③③ 取組みの背景取組みの背景

①① 地域企業からの就職･定着の強い要望地域企業からの就職･定着の強い要望

一関高専の本科卒業生 １６０名中およそ１００名が就職

その内 約40名 が地域（岩手県南・宮城県北）に就職

②② 卒業生の能力･資質向上に関する企業の要望卒業生の能力･資質向上に関する企業の要望

＠ 基礎的専門力 ＠ 社会人基礎力（人間力）

＠ エンジニアリングデザイン能力

③③ 日本工学教育協会のアンケート調査から日本工学教育協会のアンケート調査から

＠ 「ものづくり」に繋がる学習になっていない

＠ 実験・実習が産業界のニーズに対応できていない

＠ 卒業研究等が学問のためだけになっている

＠ 専門学力が実用レベルに達していない

先輩技術者
の話が理解
できない

地域企業を知ら
ないことも一因

・積極性 ・協調性 ・リー
ダー性 ・コミュニケーション
力 ・５S など

・ 問題解決能力 ・ 創造力、企画力 ・ システム全体
を見通す目 ・ コスト、効率、スピード等に対する視点
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１－２ 取組みの概要と目的 

本取組みは、地域企業等の要望に応え実践的で即戦力的な技術者を養成するため、これまで

の体験重視型の専門教育に加え、教員と近隣自治体・企業関係者が連携協力してＣＯＯＰ教育

支援体制を構築し、産学連携教育を導入するものである。主な取組み概要と目的は以下に示す

とおりである。 

３つの柱となる取組み３つの柱となる取組み

 

（１）問題解決型教育 

教員と企業のベテラン技術者とがチームティーチングによって、生きた“問題解決型教育”

を行うもので、企業現場の問題について学生自ら問題を発見したり、あるいは学生に提示し、

それを企業技術者等から学ぶ“なぜなぜ分析”、“むだ取り”、“思考展開図”など問題解決手

法を活用し演習としてグループごとに問題を選択整理して解決策を考えさせたり、問題解決

にあたる習慣を身につけさせる。企業技術者の現場の視点と教員の専門的視点の両面からア

ドバイスを与える程度として、学生の思考を主体とし学生自らが自主的に解決方法を学び取

る学習方法を展開する。4 年生全学科を対象として「実践創造技術」として新規に開設して

実施した。従来どちらかというと閉鎖的でマンネリ化しがちであった教育の場に企業技術者

が加わることで、教員･学生双方に適度の緊張感が生まれて授業が活性化するとともに、問

題を設定し解決する実践的･創造的能力を身につけさせることが期待できる。また学科混合

によるグループ授業や取り組んだ問題解決の成果をまとめて発表することを取り入れるこ

とにより、学科を越えた広範囲のコミュニケーション力、協調性、リーダー性・積極性を養

成することも期待できる。 

さらに企業技術者に直接接触することにより、学生が企業や技術者を深く知る機会にもな

る。５社の地域企業の協力を得て実施しているが、地域企業を周知し、キャリア意識を向上

させることも大きなねらいであり、地域企業への就職や定着につながり、技術力を向上させ

て地域の活性化に貢献できることを目指したものである。 



 

- 5 - 

一方、企業経験が乏しい多くの教員は、深い専門性があっても、ものづくりの現場に必要

な複合的な知識や技術、コストや環境等に配慮して問題解決することは不慣れである。した

がって知識・技術・技能を総合的にものづくりに生かす実践力の養成には企業技術者の視点

は欠かせない。教員と企業の連携が深まることにより教員が企業を知り、ものづくりに繋が

る技術者教育を行うべき意識改革が期待できるが、このことは以前から企業等から求められ

ていることである。 

また企業の課題を学生や教員の視点も入れて解決に当たるため、学校側だけでなく、企業

にとっても新しい視点が持ち込まれ解決に導かれるという可能性があり、双方が受けるメリ

ットは大きい。 

 

（２）完結型実験実習教育 

これまでの実験実習は、多面的ではあるがテーマごとにあるいは学年ごとに完結し、それ

ぞれの内容やテーマの関連・接続に配慮しないものが多かった。これらの実験や実習を見直

して関連付け、1 年を通しあるいは学年をまたいで継続して行う“完結型の実験実習”を構

築して実施した。完結型教育については企業側の強い要望があり、2 年間にわたって検討し

充実化に努めてきた。その結果、次の４項目について完結化を図ることになった。 

① 設計製図教育 

② 組み込み技術教育 

③ 従来の実験の再構築 

④ バイオエタノール製造プロセスの検討実験 

内容については今後実践しながら外部評価委員会の意見や企業等からのアンケート調査に

よる意見・要望を取り入れ、産学連携して改善に反映する事にしている。 

連携・接続した一連の完結型の実験実習により、関わる事象全体を見通し、問題を総合的

に考察し解決する能力を養うことを目指している。学生には常にそれぞれの内容や他のテー

マとの関連、全体を意識させて実験実習を行わせ、ものづくりに帰着させて完結することに

より達成感や満足感を持たせ、学習意欲の増進を図る。そのためには、関連する実験実習を

担当する教職員間の十分な話し合いによる共通認識は欠かせず、教員同士の連携が肝要であ

る。 

 

（３）インターンシップの実施 

学習意欲の向上および職業意識の高揚を図るため、学生のキャリア教育の一環として行っ

ているインターンシップは多くの技術者教育機関で実施されており、その早期化・長期化が

進んでいる。本校でもできるだけ長期間体験させるため、本校独自のステップアップ型のイ

ンターンシップを取り入れて実施している。これは 3 年生～5 年生の長期休業期間にそれぞ

れ 1 週間（2 週間にするよう学生の意識向上を図っている）のインターンシップを「校外実

習Ⅰ～Ⅲ」として行い、それぞれに対して 1 単位を与え数回参加することを勧めているもの

である。インターンシップに参加することにより、学生が直に企業の実態に触れ職業意識を

持たせることができ、授業への取組の熱意向上も期待できる。また技術の国際化に対応でき

る国際性を身につけさせるため海外インターンシップも実施した。 
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＜技術者教育に必要な科目の新設＞ 

産学連携教育を実施すると同時に本校ではカリキュラムの全面的な見直しを行い、学修単

位導入の推進や基礎教育の充実とともにカリキュラム全体のスリム化を図るべく、科目の整

理統合を行ってきた。本校の取組みが現代 GP として採択された選定理由には、「本教育プロ

グラムを通じて、高等専門学校教育の先進的なカリキュラムの確立に資するとともに、地域

の発展にも貢献することが期待される。」と記されており、カリキュラムの改革はその期待に

応えるものでもある。このような中で、技術者教育に必要とされる授業科目について検討し、

以下の科目を新設することになった。 

高度技術者に必須の知識である知財、経営学、環境保全、技術者倫理等を系統的にもれな

く教育するために、これまで特別講義等で散発的に行っていたものを整理し、5 年生に新た

な科目「実践工学」として開設した。企業や自治体のベテランにそれぞれの講義を依頼し、

教員との十分な意見交換によって講義内容を決定している。従来特別講義等で断片的に扱わ

れていたこれらの講義が正規授業科目になったことで、学生の意識が変わり、重要性を理解

して真剣に取組むことが期待できる。また専門基礎教育として 1 年生全学生に「ものづくり

実験実習」及び「基礎製図」を新たに導入し、学科を問わずものづくりに必要な専門基礎の

充実を図った。 

以上の取組みにより、創造性豊かな発想を持って世界に通用する技術を創成したり、既存

技術を格段に発展させることが出来る“ものづくり人材”を輩出し、地域企業のレベルを向

上させて持続的な経済の発展に寄与することを目指すもので、その概要は図 1-2-①に示すと

おりである。 

高専 企業

教員とベテラン技術
者による連携教育

創造性豊かで即戦力的
卒業生を地域企業へ輩出

図1-2-① 産学連携教育の取組み産学連携教育の取組み 1919年度～年度～2121年度年度

技術力の向上期待技術力の向上期待
33つの取組みつの取組み

①問題解決型教育

②完結型実験実習教育

③インターンシップ 学生

学問と実践面の
双方の視点で、
学生が自ら考え
学び取る意欲を
引き出す

・新たな技術の創出・新たな技術の創出
・既成技術の発展・既成技術の発展

「先進的な「先進的な技術者教育技術者教育を目指して」を目指して」

地域の活性化地域の活性化

＜期待される成果＞→＜期待される成果＞→ 目的目的

・学習意欲の向上
・問題設定力、解決力、創造力の強化
・全体を見通し、問題を総合的に考察
する能力の養成
・キャリア意識の向上
・地域定着志向生まれる

＊教員の意識改革
＊学校と企業の連携強化
＊共同研究推進も期待できる。
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実施に当たっては、従来の専門知識を教え込む方式を改め、“学生が持つ知識と知恵を働か

せ、積極的に自ら学び取る姿勢を引き出す教育”を行う。そのために 19 年度より、全校上げ

て学生の自学自習の推進を重点目標として取組んできている。最終的には、高度化・複雑化

する技術社会のニーズに応え得るものづくり技術者を育成するための先進的カリキュラムの

構築を目指している。 

 

産学連携教育は、いくつかの高専で類似の取組みを行っているが、一関高専の取組みの特

長は以下に示すとおりである。 

○ 研究成果を期待するのでなく、学習意欲の向上学習意欲の向上と実践的基礎力の向上実践的基礎力の向上を図る。

○ 一部の学生対象でなく本科の全学生を対象全学生を対象にするため、授業として導入する。

○ キャリア教育としての効果を重視して就業意識の向上就業意識の向上、地域企業の周知地域企業の周知を図る。

○ 他学科の学生と混合・グループ活動他学科の学生と混合・グループ活動をし、、成果をまとめて発表成果をまとめて発表することにより、幅広

い人間関係・他分野の知識の吸収を図り、広い視点を持たせるとともに、積極性・協

調性・リーダー性・コミュニケーション力など、学力以外の人間力も身につけさせる学力以外の人間力も身につけさせる。

○ 専門基礎力に加え、企業で必要とされる実践力・即戦力、問題解決力・創造性の実践力・即戦力、問題解決力・創造性の

育成育成を目指す。

インターンシップを除きインターンシップを除き

授業による全学生に授業による全学生に
対する実践基礎教育対する実践基礎教育

一関高専の取組みの特長一関高専の取組みの特長

成果を卒業研究や特別成果を卒業研究や特別

研究で発揮する。研究で発揮する。

キーワードキーワード
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２．現代 GP として採択された理由（選定理由） 

 文部科学省現代的教育ニーズ取組選定委員会による審査の結果、本校の取組が採択された理由は

以下のとおりである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（選定理由） 

本取組は、企業のベテラン技術者等と高専教員が「COOP 共同教育による支援体

制」を構築し、生きた教育を行うことにより、学生自身が積極的に知恵を働かせ、自ら

学び取る姿勢を引き出すことを目的としています。そのことによって、総合的にものを見

る実践的な目と開発力を持つ「ものづくり人材」の育成を目指すものです。このことで高

等専門学校の設置目的をより発展的に展開しようとするものです。 

具体的には、企業現場での不良品などを教材に、「失敗に学ぶ」というテーマの下

に、教員と企業技術者からなる指導陣による学生の考える能力を引き出す実践的な教

育「課題解決型学習」、また学年、専門分野を超えた「完結型の実験」の採用など、新

規の実践的技術者教育の方向性を示すユニークな試みであると考えられ、高く評価さ

れます。 

評価体制として、一関工業高等専門学校には、すでに外部評価委員会、運営諮問

会議などが整備され、本プログラムの評価もこれら委員会を中心に行われることになっ

ており、十分に機能するものと考えられます。 

一関工業高等専門学校は、従来、地域との緊密な産学官連携を展開しています

が、これらの教育プログラムを通じて、高等専門学校教育の先進的なカリキュラムの確

立に資するとともに、地域開発にも貢献することが期待されます。 
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３． 取組みの経過 
 現代 GP に応募して採択決定された以後の 21 年度末までの取組経過は以下のとおりである。 

19 年 4 月  平成 19 年度現代 GP「地域活性化への貢献」（広域型）に応募   

19 年 8 月  現代 GP 採択決定 

19 年 9 月  学内実行委員選定・打合わせ 実施  

19 年 9 月  学生、教職員へ採択された現代 GP の全体説明会 実施 

19 年 9 月  「産学官 COOP 教育推進委員会」 設置 (産学官代表 9 名含む） 

19 年 11 月  「COOP 教育実行委員会」 設置 （企業技術者等 5 名含む） 

19 年 10 月～ 部会ごと教育チームごとに取組をはじめる   

20 年 2 月  成果報告（合同フォーラム・ポスターセッション in 横浜） 

20 年 3 月  19 年度中間成果報告会 実施 

        基調講演 畑村洋太郎先生  「技術の創造と設計」   

20 年 3 月  19 年度 外部評価委員会 実施（産学官代表 5 名） 

20 年 11 月  産学連携教育フォーラム in 一関 ｢産学連携教育を考える」 実施 

        基調講演 大輪武司先生 「企業が求める人材像について」  

21 年 3 月  20 年度中間成果報告会 実施 

21 年 3 月  20 年度外部評価委員会 実施（産学官代表 6 名） 

21 年 10 月  産学連携教育講演会 in 一関 「実践的インターンシップを考える」実施  

21 年 10 月～ 本校の取り組み内容の他校への紹介・PR 実施（全国 9 高専を訪問） 

21 年 12 月  最終成果報告会 実施 

22 年 3 月  21 年度外部評価委員会 実施（産学官代表 6 名） 

22 年 3 月  担当者（企業技術者と担当教員）による反省と今後のさらなる拡充に向けた

意見交換会 実施 

22 年 3 月  最終報告書発刊 

＜成果報告会の実施＞ 

 ○ 20 年 3 月  19 年度中間成果報告会 実施 

             基調講演 畑村洋太郎先生 「技術の創造と設計」 

 ○ 20 年 11 月   産学連携教育フォーラム in 一関 ｢産学連携教育を考える」  

             基調講演 大輪武司先生 「企業が求める人材像について」  

 ○  21 年 3 月   20 年度中間成果報告会  

 ○ 21 年 12 月  最終成果報告会  

＜外部評価委員会の実施＞  

○ 20 年 3 月  19 年度 現代 GP に対する外部評価委員会 （産学官代表 5 名） 

○ 21 年 3 月  20 年度 現代 GP に対する外部評価委員会 （産学官代表 6 名）   

 ○ 22 年 3 月  21 年度 現代 GP に対する外部評価委員会 （産学官代表 6 名） 
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岩手県一関総合支局 一関市

岩手県南広域振興局管内主要自治体

岩手県北上市、
奥州市、花巻市

国立一関工業高等専門学校

一関高専型 C O O P共同教育による世界に
通用する即戦力型の実践的技術者の育成

校長

企画母体 ：
企画会議
IIP 06検討会議
実施母体：

C O O P共同教育カリキュラムプログラム委員会
（本校教員、企業、地方自治体代表 ）
専攻科運営委員会

評価機関

内部評価：
教育改善委員会

調整委員会 ：
教務委員会

第 3者評価：
運営諮問委員会
一関高専外部評価委員会

一関高専社会人再チャレンジ・「実践工学塾 」コース

＜相互協力協定締結済＞

直接支援機関 ：

一関高専教育研究振興会

岩手県南技術研究センター

間接支援機関 ：

両磐インダストリアルプラザ

C O O P教育支援 ・連携組織

実施協力
講師提供 ・課題提供 ・装置提供 ・学習室提供

施策協力 ：
いわてものつ くりネットワーク
いわてものつ くり人材育成会議

専門知識の協力 ：
東北大、岩手大、宮城教育大

 

４． 産学連携教育の実施体制と主な組織 

４－１ 実施体制 

地域活性化を目指す本取組みの実施体制は図 4-1-①のとおりで、岩手県及び北上川流域の地域

企業及び近隣大学等との連携の下に全校体制で実施した。外部からは、協定締結や加盟をしている

産学官連携組織「いわてものづくりネットワーク」、「ものづくり人材育成会議」と連携して支援を得、講師

等指導陣の派遣や課題提供などは、本校教育の支援組織である一関高専教育研究振興会、一関商

工会議所、岩手県南技術研究センター及び両磐インダストリアルプラザ会員企業などと密接に連携し

て進めた。なお一関市及び県南広域振興局の支局となる一関支局とは、連携協定を締結しており、そ

の連携関係中で進めた。また本校教員の専門外に関して課題解決のための専門的アドバイスが必要と

なる場合には、連携協定を締結している東北大学および岩手大学との連携を活用して進めた。 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-① 実施体制概要図 

 

 

４－２ 実施組織 

本取組を実施するため、産学官代表からなり連携教育を支援・推進するため、「COOP 教育推進委

員会」、及び企業のベテラン技術者と本校教員からなり連携教育を実施するための「COOP 教育実行

員会」を組織した。組織図は図 4-2-①に示すとおりである。 
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5

現現代代GPGP「産学「産学COOPCOOP教育による即戦力型技術者教育」教育による即戦力型技術者教育」
企画・推進・実施体制企画・推進・実施体制

問題解決型教育検討部会

完結型実験実習検討部会

３D-CAD教育チーム

組込み技術教育チーム

インターンシップ検討部会

その他の完結型教育チーム

校長・副校長・テクノセンター長、

岩手大学工学部長

岩手県商工労働観光部企画課長

岩手県南広域振興センター産業人材育成課長

（財）いわて産業振興センター参事

北上川流域ものづくりネットワーク代表

（社）岩手県工業クラブ会長

両磐インダストリアルプラザ会長

（株）日ピス岩手代表取締役社長

三光化成（株）取締役東北事業部長
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              図 4-2-①  COOP 連携教育組織図 

 

推進委員会は地域の活性化（広域型）を実現するため岩手大学や岩手県及び県内有力企業の経

営者等全県的代表者からなり、全委員から全面的な支援と協力を得られることが確認された。この推進

委員会の存在と後押しが、本取組みがスムーズに進行した大きな要因の１つである。 

推進委員会の審議事項等は、 

① COOP 教育の基本方針 
② 連携教育組織の整備及び企業等の技術者派遣支援体制の構築 
③ COOP 教育を効果的に行うための教育方法及び内容 
④ 地域産業の状況及び自治体や産業界からの要望の把握 
⑤ COOP 教育の実施状況及び成果の把握 
⑥ その他 COOP 教育推進のために必要な事項 
 

また、実行委員会の所掌事項等は、COOP 教育の具体的な内容や実施方法等について検討し、関 

係する組織や委員会と連携しながら COOP 教育を実施し、教育課程に反映させることによって本校の

COOP 教育体系を確立することとした。 

実行委員会の下には、連携教育を具体的に実施するため、主となる取組みごとに部会を設置し、そ

れぞれに部会長を決めて個別に責任を持って実施することとした。また完結型実験実習検討部会には

さらに取組み内容ごとに３つのチームを作り、チームリーダーを決めて実施した。 
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５． 産学連携教育の具体的な取組み内容 

５－１ 問題解決型教育 

（１）取組み概要 

現代ＧＰ取組みの主要な柱の１つである“問題解決型教育”は、19 年度後期から本科 4 年生

全学科に課題研究｢実践技術｣として正規科目外でスタートした。学科ごとにそれぞれ異なる企

業の協力を得、産学連携授業を行ったものである。各企業からは 1～３名のベテラン技術者が

参加し、教員とチームティーチングを行った。地元の企業には多くの卒業生がリーダー格で活

躍しており、これらの卒業生から積極的な協力を得られたことは本取組推進の原動力となった。

またこれは本校が応募して採択された現代 GP の取組であり、学生にとって大変重要な授業で学

校を挙げての取組みであることを周知した結果、正規授業でないにもかかわらず 4 年生全学生

が参加することになった。この取組の成果は予想とおり非常に大きなもので、学生や企業の技

術者そして我々教員にとっても大変満足できるものであった。 

20 年度以降はその本格実施のため、「実践創造技術」（本科４年生に対し通年の 2 単位選 

択科目）としてカリキュラムに正式導入し、19 年度の経験を基に、より発展充実させて実施し

た。前期は学科混合によるグループ活動、後期はそれぞれの学科ごとのグループ活動として実

施した。21 年度は 20 年度を基に、さらに新たな問題解決に取り組んだ。それぞれの内容等（授

業の目標・授業項目・成績評価内容基準等）を資料 5-1-①（21 年度シラバス）に示す。具体的

には、企業現場からの問題点等をテーマとして提供を受け、教員と企業技術者のチームティーチング

により授業を展開する内容とした。学生の質問や疑問に対して、チームティーチングにより回答・示唆を

与え、グループで原因や解決策を考えさせ、教えることよりも学生の意欲や能力を引き出すことに留意

して、問題解決能力、創造性を育成することを目的とした。 




